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【注意事項】 

 

  市が調査・測定した項目については、一部を除き令和元年度のデータを基に作

成し、県が調査・測定した項目については、令和元年（２０１９年）版及び令和

2 年（２０20 年）版の宮崎県環境白書を基に作成しています。 
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は じ め に 
 

私たちを取り巻く環境の現況は、騒音・悪臭などの身近な問題から、世界的な課題

である地球温暖化対策など、広範かつ多様化しています。さらに東日本大震災以降の

エネルギー政策など、新たな課題にも直面しています。 

日南市は、風光明媚な日南海岸をはじめ、酒谷の坂元棚田、北郷の雄大な森林、南

郷の豊かな海洋資源など、大変素晴らしい自然環境に恵まれています。しかしながら、

様々な環境に関する問題・課題も発生しており、市に寄せられる相談も複雑化の傾向

にあります。 

本市では、現在及び将来にわたる市民の健康で文化的な生活の確保を目的として

『日南市環境基本条例』を制定しています。また、条例に基づき、市の環境施策の基

盤となる「環境基本計画」を作成しており、この計画をもとに環境対策および推進を

行います。 

この環境報告書は、環境基本条例第９条（環境の状況等の公表）に基づいて、市民

の方々に日南市の環境の現況、環境に関する基本知識等を理解していただくための冊

子です。皆様の活動の一助になりますことを期待するところです。 

環境保全の推進には、皆様のご協力と、環境問題に対する意識の向上が必要不可欠

であり、そのような意味からも、市民と行政の協働が今後ますます重要となります。 

環境基本計画にも掲げております『未来につなぐ豊かな自然と人とが共生するまち 

にちなん』を目指して、環境問題に関する『創客創人』に努めてまいりますので、市

民の皆様のより一層のご理解とご協力をよろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

令和３年３月  日南市地域自治課  
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１ 位置と地勢、面積 

本市は、宮崎県南部に位置し、宮崎市、三股町、都城市、串間市に接しています。

市域の東側は日向灘に面し、その海岸線は「日南海岸国定公園」に属しています。一

方では、北西部に標高１，０００ｍ級の鰐塚山や小松山、男鈴山等を有し、８割弱が

林野でそのほとんどが飫肥杉の人工林で占められています。 

面積は５３６．１２km2 であり、可住地面積は２２．０％となっています。また、

可住地面積に占める耕地面積の割合は２４．４％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日南市の市域および地勢 

 

 

 

２ 人口・世帯数及び高齢化率 

市域の人口の推移をみると、減少傾向が続いており、平成２１年の合併後の８年間

で１１．１減少しています。一方で高齢化の進行は著しく、令和元年の高齢化率は

３８．０％となっています。 

 

  

第１章 日南市の概要 
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人口及び高齢化率の推移 

 

３ 気象 

本市の気象は、太陽と海、みどりの山々に象徴されるように温暖多照の気候条件で

す。平野部では一年の日照時間が平均２，０００時間程度と長く、日本の中でも日照

に恵まれた地域の一つであり、温暖な地帯に属しています。特に冬季の日照時間は大

変長く、冬型気圧配置で山沿いが曇っていても平野部は晴れている場合が多くなりま

す。 

一方で降水量は年間３，２１０ｍｍ程度と例年並みであるが、日照時間・降水量

ともに多い地域となっています。  

 

令和元年の平均気温および降水量 

58,020 57,591 56,829 56,130 55,293 54,610 53,834 53,165 
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４ 就業構造 

本市の就業構造は、第１次産業（農林水産業）従事者の割合が高いことが特徴です。

経年変化では、全国的な傾向と同様に第３次産業の割合が増加し、第１次産業が減少

しています。それでも平成２７年の第１次産業就業者割合は、宮崎県全体値１１．０％

を１．２ポイント上回る１２．２％となっています。 

  

  

 

産業分類別人口構成比の推移 

 

市域の総生産額は、平成２９年時点で約１，６09 億円となっています。産業分類

別に見ると、第３次産業は近年ほぼ横ばいとなっています。第１次・第２次産業は、

近年横ばいでしたが、平成２8 年度から減少しています。 

市内総生産 
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１ 大気汚染に関する基本的事項と関係法令 

 

（１）大気汚染とは？ 

大気汚染とは、大気中の様々な汚染物質が人体に影響を及ぼしたり、動植物に

被害を与えたりするような状態を言います。 

 

（２）大気汚染の主な原因は？ 

工場や事業場のボイラーや焼却炉等の燃焼施設（固定発生源）から排出される

硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん等及び自動車等の輸送機関（移動発生源）か

ら発せられる窒素酸化物、一酸化炭素等が原因とされています。 

 

（３）大気汚染の関係する法令 

関係法令の主なものとして、「環境基本法」と「大気汚染防止法」があります。

条例では、「みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２章 大気汚染 

■大気汚染に関係する法令 

【環境基本法】 

人の健康を保護し、及び生活環境を保する上で維持されることが望ましい基準とし

て「環境基準」が定められています。 

 

【大気汚染防止法】 

 環境基準を達成することを目標に、工場等の事業者からのばい煙や粉じんに関する

届出や規制が定められています。 

 

【みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例】 

 大気汚染防止法で規制する以外のばい煙発生施設及び一般粉じん発生施設につい

て、県独自の届出及び規制が定められています。 
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（４）大気汚染に係る環境基準 

前項に記載したように、大気保全行政の目標として、環境基本法に基づき、人

の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持することが望ましい基準として「環

境基準」が定められています。 

大気汚染については、以下の１１物質に基準が定められています。 

 

大気汚染の環境基準 

 

※環境基準…環境基本法第１６条第１項による 

 

 

 

 

  

物質名 環境基準※ 

二酸化硫黄(SO2) １時間値の１日平均値が０．０４ppm 以下であり、かつ、

１時間値が０．１ppm 以下であること。 

一酸化炭素(CO) １時間値の１日平均値が１０ppm 以下であり、かつ、１時

間値の８時間平均値が２０ppm 以下であること。 

浮遊粒子状物質(SPM) １時間値の１日平均値が０．１０mg/m３以下であり、かつ

１時間値が０．２０mg/m3以下であること。 

光化学オキシダント(Ox) １時間値が０．０６ppm 以下であること。 

二酸化窒素(NO2) １時間値の１日平均値が０．０４ppm から０．０６ppm 

までのゾーン内又はそれ以下であること。 

ベンゼン １年平均値が０．００３mg/m3以下であること 

トリクロロエチレン １年平均値が０．２mg/m3以下であること 

テトラクロロエチレン １年平均値が０．２mg/m3以下であること 

ジクロロメタン １年平均値が０．１５mg/m3以下であること 

ダイオキシン １年平均値が０．６pg-TEQ/m3以下 

微小粒子状物質(PM2.5) １年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が

35μg/m3以下であること。 



8 
 

（５）環境基準の評価 

大気汚染の状況を環境基準により評価する場合、短期的評価と長期的評価の２

通りの方法が示されています。 

短期的評価とは、１時間又は１日を通した測定結果と環境基準（１時間値又は

１日平均値）とを比較して評価する方法です。 

長期的評価とは、年間にわたる測定結果を長期的に観察したうえで評価する方

法です。 

評価は、次のような方法で行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【短期的評価の方法】 

短期的評価は、測定を行った日についての 1 時間値又は１日を通した測定結果と環

境基準（１時間値又は１日平均値）とを比較して評価します。 

【長期的評価の方法】 

①二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質 

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、高いほうから数えて２%の範

囲にある測定値を除外した後の最高値（１日平均値の年間２%除外値）を環境基準

と比較して評価を行います。ただし、上記の方法に関わらず環境基準を超える日

が２日以上連続した場合には非達成とします 

②二酸化窒素 

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低いほうから数えて９８%目

に当たる値（１日平均値の年間９８%値）を環境基準と比較して評価を行います。 
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２ 日南市における大気汚染の現況（大気汚染物質の県実施測定結果） 

 

（１）測定を実施している大気汚染物質 

令和元年度は、二酸化硫黄、一酸化窒素、二酸化窒素、窒素酸化物、浮遊粒子

状物質及び光化学オキシダントの６物質について、日南保健所及び油津小学校で

測定が実施されました。ここでは４物質（二酸化硫黄・二酸化窒素・浮遊粒子状

物質・光化学オキシダント）の測定結果を掲載します（各物質の性質については

下表を参照）。 

 

測定物質の特徴 

物質名 性質 

二酸化硫黄 重油や石炭等の化石燃料に含まれている硫黄分が、燃焼に

よって酸化されることにより発生します。人体に対する影

響は、呼吸器官に対して慢性的あるいは、急性的な障害を

引き起こします。 

二酸化窒素 窒素酸化物の一種であり、窒素酸化物の毒性の主原因物質

です。石油・ガス等の燃焼によって排出された一酸化窒素

が、酸素と結合することによって発生します。主に自動車

や工場から窒素酸化物は排出され、人体への影響は高濃度

の場合に目、鼻、のどを強く刺激し、咳、咽頭痛を起こし、

めまい、頭痛、吐き気の症状を招きます。 

浮遊粒子状物質 大気中に浮遊する微粒子で、大きさが１０μｍ以下のもの

を指します。土砂等の飛散、物質の破砕など様々な原因に

よって発生します。粒子の大きさが小さいため長時間大気

中に滞留し、人体では特に呼吸器系に悪影響を与えます。 

光化学オキシダント オゾン、ＰＡＮ等の物質を指します。これらの物質は、紫

外線による光化学反応によって二次的に生成され、ヨウ化

カリウム溶液と接触させるとヨウ素を遊離させるという

特徴を持っています。中でもオゾンは光化学オキシダント

の中心物質であり、目や呼吸器官に刺激を与えたり、植物

の葉を枯らす等の被害を与えたりします。４月下旬から５

月下旬にかけ気温が上がり、晴天時に太陽の高度が高くな

ると発生しています。九州地区においては、注意報が発令

されることがあります。 
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（２）測定結果（※県測定資料） 

二酸化硫黄、二酸化窒素 

令和元年度の日南保健所及び油津小学校における調査結果は、次のとおり 

です。平成３０年度に引き続き、環境基準の長期的評価を達成していました。  

 

令和元年度 二酸化硫黄の動態 

                    

令和元年度 二酸化窒素の動態 
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  浮遊粒子状物質 

  令和元年度の日南保健所及び油津小学校における調査結果は、次のとおりで

す。平成３０年度に引き続き環境基準の長期的評価を達成していました。 

令和元年度 浮遊物質量の動態 

 

光化学オキシダント 

令和元年度の日南保健所および油津小学校における調査結果は次のとおりで

す。環境基準である１時間値 0.06ppm を超えた時間が、日南保健所では年間 

234 時間、油津小学校でも 329 時間あり、環境基準を達成していました。 

令和元年度 光化学オキシダントの動態 
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令和元年度 光化学オキシダント 環境基準未達成日数および時間 

 

0.1ppm 以上  → 調査 

0.12ppm 以上 → 注意報発令     0.4ppm 以上 → 警報発令 

 

 

  微小粒子状物質（PM2.5）について 

 

 PM2.5 とは、粒径が 2.5μm 以下の微小な粒子のことで、平成 21 年度に環境基

準が設定されました。非常に小さいため（髪の毛の太さの 1/30程度）、肺の奥深く

まで入りやすく、呼吸系への影響に加え、循環器系への影響が心配されています。 

 令和元年度の日南保健所における調査結果は、環境基準の長期的評価を達成して

いました。 

※参考データ 年平均値…１２．１ug/㎥  

       日平均値が３５ug/㎥を超えた日数…０日 

 

 

３ 法令に基づく届け出状況(※県届出資料) 

ボイラー等のばい煙発生施設及び土石の堆積場等の一般粉じん発生施設を設置、変

更又は廃止する者は、大気汚染防止法及びみやざき県民の住みよい環境の保全等に関

する条例に基づき、知事に届出なければなりません。届出がなされた施設については、

硫黄酸化物、ばいじん、窒素酸化物等の排出規制あるいは粉じん飛散防止構造等の規

制を受けることになり、県は、必要に応じて施設に立ち入り、検査することができま

す。 

なお、法律及び条令に基づく届出状況については、次のとおりです。 

 

令和２年３月末現在の大気汚染防止法等に基づく届け出状況 

 

  

測定地点 １時間値が 0.06ppm を超えた日数 左の時間数 

日南保健所 ４６日 ２３４時間 

油津小学校 ５６日 ３２９時間 

ばい煙発生施設数 ８０ （内訳）ボイラー６０、廃棄物焼却炉３、その他１７ 

粉じん発生施設数 

（法律に基づく） 
１２ （内訳）堆積場６、その他６ 

粉じん発生施設数 

（条例に基づく） 
２７ （内訳）コンベア２３、その他４ 
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１ 水質汚濁に関する基本的事項と関係法令 

 

（１）水質汚濁とは？ 

河川や海域の水の状態が、有機物やし尿等によって汚濁することを言います。 

 

（２）水質汚濁の主な原因は？ 

水質汚濁は、私たちの日常生活の様々な活動に伴い発生する排水（生活系排水）、

事業所などの活動に伴い発生する排水（産業系排水）、畜舎から発生する排水（畜

産系排水）、畑や市街地など土地からの排水（自然系排水）などが考えられます。

本市では、生活排水処理施設整備が十分でないため、多くの生活系排水が河川に

流入しています。 

 

（３）水質汚濁に関係する法令 

関係法令の主なものとして「環境基本法」「水質汚濁防止法」「浄化槽法」があ

ります。条例には、「みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例」があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）水質汚濁に係る環境基準 

前項に記載したように、水質保全行政の目標として環境基本法に基づき、人の

健康を保護し、生活環境を保全する上で維持することが望ましい基準として「環

境基準」が定められています。 

  

第３章 水質汚濁 

■水質汚濁に関係する法令 

【環境基本法】 

人の健康を保護し、及び生活環境を保する上で維持されることが望ましい基準とし

て大気汚染と同様「環境基準」が定められています。 

【水質汚濁防止法】 

 環境基準を達成することを目標に、工場等の事業者からの排水に関する届出や規制

が定められています。 

【浄化槽法】 

 浄化槽の設置・保守点検・清掃及び製造についての規制が定められています。 

【みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例】 

 水質汚濁防止法で規制する特定施設以外で、汚水や廃液の発生する施設について、

県が独自に規制をしています。 
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水質汚濁に係る環境基準には「人の健康の保護に関する環境基準」と「生活環

境の保全に関する環境基準」の２種類があります。生活環境の保全に関する環境

基準は、類型ごとに定められており、類型は県毎に河川単位等で指定されていま

す。本市では、広渡川水系・細田川水系・日南海岸地先水域について、類型指定

されています。 

各水系の類型指定及び環境基準は、下表のとおりです。また、類型指定図につ

いては、Ｐ５５を参照ください。 

水系の類型指定 

 

   

水 域 

該当 

類型 

達成 

期間 

当初の指定ま

たは見直し年

月日 

広渡川 

水系 

広渡川上流（山澄橋より上流） 

酒谷川上流（本町橋より上流） 

酒谷川下流（本町より広渡川合流点まで） 

AA 

AA 

A 

イ 

イ 

ロ 

昭和４８年 

１月２０日 

広渡川下流（山澄橋から広渡川合流点ま

で） 

A 

 

イ 平成１６年 

４月１日 

細田川 

水系 

細田川（細田川に流入する屋根田川、南

郷川及び榎原川を含む） 

A イ 平成６年 

４月１日 

日
南
海
岸
地
先
水
域 

日南海岸国定公園区域内の海域（油津港

（昭和５４年宮崎県告示第５２５号別表

の油津港をいう。）、外の浦港湾区域及び

広渡川河口海域を除く） 

海域 

A 

イ 昭和４９年 

４月３０日 

油津港（昭和５１年１２月に決定した油

津港港湾改訂計画による東防波堤、同東

防波堤西端と同計画による西防波堤東端

を結ぶ線、同西防波堤及び陸岸によって

囲まれた海域並びに堀川運河） 

海域 

B 

イ 昭和５４年 

４月２４日 

広渡川河口海域（北緯３１度３５分２４

秒、東経１３１度２４分５２秒（緯度及

び経度は日本測地系である。）の地点を中

心として半径１，５００メートルの円内

の海域であって、油津港（昭和５４年宮

崎県告示第５２５号別表の油津港をい

う。）に係る部分を除いた海域 

海域 

A 

イ 平成１６年 

４月１日 
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類型ごとの環境基準（生活環境の保全に関する環境基準） 

 

１ 自然環境保全： 自然探勝等の環境保全  

２ 水道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの  

水道２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの  

水道３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの  

３ 水産１級：ﾔﾏﾒ、ｲﾜﾅ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び３級の水産生物用  

水産２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用  

水産３級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用  

４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの  

工業用水２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの  

工業用水３級：特殊の浄水操作を行うもの  

５ 環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む)において不快感を生じない限度  

項目 

＼ 

類型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン 

濃 度 

（ｐＨ） 

生物化学的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 
大腸菌群数 

Ａ

Ａ 

水道１級 

自然環境保全及び

Ａ以下の欄に掲げ

るもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
1mg/l 以下 

25mg/l 以

下 
7.5mg/l 以上 

50MPN/ 

100ml 以下 

Ａ 

水道２級 

水産１級 

水浴及びＢ以下の

欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
2mg/l 以下 

25mg/l 以

下 
7.5mg/l 以上 

1,000MPN/ 

100ml 以下 

Ｂ 

水道３級・水産２

級及びＣ以下の欄

に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
3mg/l 以下 

25mg/l 以

下 
5mg/l 以上 

5,000MPN/ 

100ml 以下 

Ｃ 

水産３級・工業用

水１級及びＤ以下

の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
5mg/l 以下 

50mg/l 以

下 
5mg/l 以上 －－－－ 

Ｄ 

工業用水２級・農

業用水及びＥの欄

に掲げるもの 

6.0 以上 

8.5 以下 
8mg/l 以下 

100mg/l

以下 
2mg/l 以上 －－－－ 

Ｅ 
工業用水３級 

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 

10mg/l 以

下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと 

2mg/l 以上 －－－－ 
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【海域の環境基準】 

項

目 

＼ 

類

型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン

濃度 

（ｐＨ） 

化学的酸素要

求量  

（ＣＯＤ） 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 
大腸菌群数 

ｎ-ヘキサン 

抽出物質 

（油分等） 

Ａ 

水産１級・水浴 

自然環境保全及び 

Ｂ以下の欄に掲げる

もの 

7.8 以上 

8.3 以下 
2mg/l 以下 7.5mg/l 以上 

1,000MPN/ 

100ml 以下 

検出されない

こと 

Ｂ 

水産２級・工業用水

及び 

Ｃの欄に掲げるもの 

7.8 以上 

8.3 以下 
3mg/l 以下 5mg/l 以上 －－－－ 

検出されない

こと 

Ｃ 環境保全 
7.0 以上 

8.3 以下 
8mg/l 以下 2mg/l 以上 －－－－ －―－― 

 

１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

２ 水産１級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産２級の水産生物用 

  水産２級：ボラ、ノリ等の水産生物用 

３ 環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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２ 日南市における水質汚濁の現況（河川等水質の測定結果） 

市では、市内河川等の水質の状況を把握するため、酒谷川・広渡川・細田川・南郷

川等について、年４回定期的な水質検査を行っています。また、それ以外の地点につ

いても、必要に応じて補足調査を実施しています。 

 

（１）検査項目 

ここでは、生活環境の保全に関する環境基準に基準値が定められている水素イオ

ン濃度（pH）・生物化学的酸素要求量（BOD）または化学的酸素要求量（COD）・浮

遊物質量（SS）・溶存酸素量（DO）・大腸菌群数の６項目について、検査結果を掲載

しています。検査項目の詳細は、下表のとおりです。 

 

 

検査項目の詳細 

  

測定項目 解説 

水素イオン濃度(pH) 水中の水素イオン濃度「H＋」の逆数の対数をとったもので、pH が７の

場合は中性で、７より大きい場合はアルカリ性、小さい場合は酸性と

なります。 

生物化学的酸素要求量

（BOD） 

河川の水質汚濁を示す代表的な指標です。溶存酸素が充分に存在する 

状態で、水中の微生物が増殖呼吸作用によって消費する酸素の量を指 

します。綺麗な河川ほど、消費される酸素は少ないため、BOD の値は 

小さくなります。 

※BOD75%値とは…測定された年データのうち 75%以上のデータが基

準に適合することをもって評価することとしている。例えば月 1 回 

 測定している場合、1 年間の 12 個のデータのうち水質の良い方から

9 番目のデータが 75%値となります。 

化学的酸素要求量 

（COD） 

海域の水質汚濁を示す代表的な指標です。水中の有機物等を酸化剤（過

マンガン酸カリウム）で酸化するときに消費される酸化剤の量を指し

ます。綺麗な海域ほど、消費される酸素は少ないため、COD の値は小

さくなります。 

溶存酸素量（DO） 水中に溶け込んでいる酸素の量を指します。綺麗な河川ほど、DO の値

は大きくなります。 

浮遊物質量（SS） 水中に懸濁している直径２mm 以下の不溶解性の粒子物質のことを指

します。綺麗な河川ほど、SS の値は小さくなります。 

大腸菌群数 水がし尿で汚染されているか判断する指標になります。 
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（２）検査結果 

【酒谷川】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

代表的水質指数である BOD（75％値）は、全地点で環境基準を達成いたしまし 

た。 

 

 
酒谷川 BOD（75％値）の経年変化  

上白木俣橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.3 ～ 7.6 0.8 1未満 11.0 1.1×10³
２８年度 7.4 ～ 7.6 0.5未満 0.5 10.4 .8×10³
２９年度 7.5 ～ 7.7 0.5未満 1未満 10.6 .5×10³
３０年度 7.4 ～ 8.0 0.5未満 1 10.2 .7×10³
元年度 7.3 ～ 7.4 0.5未満 1未満 9.5 0.7×10³

桃の木橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.5 ～ 7.7 1.1 1.0 10.0 2.4×10³
２８年度 7.5 ～ 7.8 0.6 3.0 10.2 2.2×10³
２９年度 7.5 ～ 7.6 0.6 2.0 10.5 1.7×10³
３０年度 7.5 ～ 7.8 0.5 2.0 10.1 1.7×10³
元年度 7.4 ～ 7.6 0.5 2.0 10.0 1.3×10³

向田橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～6.5～8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.5 ～ 8.1 1.1 1.0 11.0 1.3×10³
２８年度 7.5 ～ 7.9 0.7 3.7 10.4 2.3×10³
２９年度 7.5 ～ 7.6 0.6 2.0 10.5 1.7×10³
３０年度 7.6 ～ 7.8 0.7 2.0 10.2 2.2×10³
元年度 7.4 ～ 7.7 0.5未満 1.0 10.6 3.3×10³

吉野方橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 7.9 1.2 2.0 10.0 1.8×10³
２８年度 7.5 ～ 8.5 0.7 3.8 10.8 4.9×10³
２９年度 7.7 ～ 7.9 0.7 4.0 11.0 4.6×10³
３０年度 7.7 ～ 8.4 0.6 2.0 10.2 4.6×10³
元年度 7.5 ～ 8.4 0.5未満 2.0 11.0 4.9×10³

東光寺橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（A類型） 6.5 ～ 8.5 ２以下 25以下 7.5以上 1,000以下

２７年度 7.3 ～ 7.5 0.9 2.0 10.0 5.4×10³
２８年度 7.4 ～ 7.7 0.6 2.2 10.0 4.9×10³
２９年度 7.4 ～ 7.8 0.6 3.0 10.7 4.6×10³
３０年度 7.2 ～ 7.8 0.6 2.0 9.8 4.6×10³
元年度 7.3 ～ 7.6 0.6 1.0 10.1 24.0×10³

ｐＨ

ｐＨ

ｐＨ

ｐＨ

ｐＨ

0

0.5

1

1.5

2

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

上白木俣橋
桃の木橋
向田橋
吉野方橋
東光寺橋

AA類型環境基準

A類型環境基準
BOD(mg/l)
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【広渡川】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

代表的水質指数である BOD（75％値）は、全地点で環境基準を達成いたしまし

た。 

 

 

広渡川 BOD（75％値）の経年変化 

昼野橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 7.8 0.7 0.3 10.3 2.2×10³
２８年度 7.4 ～ 7.7 0.9 1.0 11 2.2×10³
２９年度 7.4 ～ 7.9 0.5 0.8 10.5 2.2×10³
３０年度 7.6 ～ 7.9 0.5 2.0 10.8 1.1×10³
元年度 7.4 ～ 7.7 0.5未満 1未満 9.8 2.4×10³

蜂之巣公園 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.3 ～ 7.8 0.9 0.5 10.6 5.5×10³
２８年度 7.5 ～ 7.9 0.6 1.2 10.5 1.1×10³
２９年度 7.6 ～ 8.2 0.7 1未満 10.7 1.7×10³
３０年度 7.6 ～ 8.1 0.5未満 2.0 10.1 0.8×10³
元年度 7.5 ～ 8.0 0.5未満 1.0 9.6 2.2×10³

大藤堰堤（鵜之木） ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 8.5 0.9 1未満 11.0 1.4×10³
２８年度 7.5 ～ 8.0 0.7 1.0 10.7 2.1×10³
２９年度 7.3 ～ 7.8 0.7 1.0 11.4 1.3×10³
３０年度 7.5 ～ 8.5 0.5 3.0 10.3 2.8×10³
元年度 7.6 ～ 8.3 0.5未満 3.0 11.1 1.3×10³

松永堰堤 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.3 ～ 7.5 1.1 2.0 11.0 1.7×10³
２８年度 7.5 ～ 7.8 0.5未満 3.0 9.8 2.3×10³
２９年度 7.4 ～ 7.8 0.6 2.0 10.3 2.8×10³
３０年度 7.4 ～ 7.9 0.5 1.0 9.6 4.9×10³
元年度 7.5 ～ 7.7 0.5未満 2.0 10.7 4.9×10³

益安橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.2 ～ 7.4 1.0 1.0 11.0 1.7×10³
２８年度 7.3 ～ 7.6 0.5 2.2 9.6 4.9×10³
２９年度 7.4 ～ 7.5 0.6 2.0 10.1 4.6×10³
３０年度 7.3 ～ 7.8 0.5 1.0 9.6 5.4×10³
元年度 7.3 ～ 7.5 0.5未満 1.0 9.8 3.3×10³

ｐＨ

ｐＨ

ｐＨ

ｐＨ

ｐＨ

0

0.2

0.4

0.6

0.8
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【黒荷田川】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

代表的水質指数である BOD（75％値）は、環境基準を達成いたしました。 

 

 

黒荷田川 BOD（75％値）の経年変化 

 

 

 

 

 

  

宿野城の下 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.3 ～ 7.8 1.0 1.0 10.6 6.0×10³
２８年度 7.6 ～ 7.9 1.1 1.5 10.3 1.7×10³
２９年度 7.0 ～ 8.2 1.2 1.0 10.6 1.3×10³
３０年度 7.7 ～ 8.2 0.7 2.0 10.1 0.8×10³
元年度 7.5 ～ 8.0 0.5未満 1.0 9.7 1.7×10³
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②細田川水系の河川 

【細田川】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

代表的水質指数である BOD（75％値）は、排水口下流で環境基準未達成でした。 

 

 
細田川 BOD（75％値）の経年変化 

上塚田橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 7.8 1.0 2.0 11.0 9.2×10³
２８年度 7.4 ～ 7.7 1.2 1.8 10.2 7.9×10³
２９年度 7.5 ～ 7.9 0.9 1.0 9.0 17.0×10³
３０年度 7.7 ～ 7.9 0.9 2.0 10.1 4.9×10³
元年度 7.5 ～ 7.7 0.6 1.0 10.5 4.9×10³

萩之嶺橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.2 ～ 7.5 1.8 4.0 10.0 9.2×10³
２８年度 7.1 ～ 7.6 1.4 5.7 9.0 35.0×10³
２９年度 7.2 ～ 7.4 0.6 2.0 9.5 22.0×10³
３０年度 7.1 ～ 7.6 0.6 3.0 9.3 4.9×10³
元年度 7.2 ～ 7.5 0.9 1.0 9.6 24.0×10³

大堂津橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 8.1 1.2 5.0 9.7 9.2×10³
２８年度 7.2 ～ 8.1 0.8 8.7 8.0 7.9×10³
２９年度 7.3 ～ 8.1 0.8 7.0 8.3 5.2×10³
３０年度 7.4 ～ 8.0 0.8 5.0 7.9 14.0×10³
元年度 7.4 ～ 8.0 0.6 4.0 8.2 11.0×10³

細田橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.5 ～ 8.1 0.9 4.0 9.5 9.2×10³
２８年度 7.3 ～ 8.1 0.8 10.0 8.0 7.9×10³
２９年度 7.7 ～ 8.2 0.8 7.0 8.3 2.2×10³
３０年度 7.6 ～ 8.2 0.9 4.0 7.9 4.6×10³
元年度 7.5 ～ 8.1 0.7 5.0 8.2 2.4×10³

排水口下流 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.5 ～ 8.2 2.5 6.0 8.7 54.0×10³
２８年度 7.3 ～ 8.1 8.4 3.5 6.6 130.0×10³
２９年度 7.9 ～ 8.2 1.7 4.0 7.8 7.9×10³
３０年度 7.7 ～ 8.2 1.3 8.0 7.5 160.0×10³
元年度 7.5 ～ 8.1 1.2 4.0 8.2 17.0×10³
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【南郷川・榎原川】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

代表的水質指数である BOD（75％値）は、環境基準を達成いたしました。 

 

 

南郷川・榎原川 BOD（75％値）の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茶円橋（南郷川） ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.6 ～ 7.7 0.5 4.7 10.3 2.2×10³
２８年度 7.5 ～ 7.8 0.9 2.0 11.0 5.4×10³
２９年度 7.5 ～ 7.9 0.5未満 1.3 10.0 13.0×10³
３０年度 7.5 ～ 7.8 0.5未満 1.0 10.4 13.0×10³
元年度 7.5 ～ 7.7 0.5未満 1.0 10.4 13.0×10³

須糊橋下流（南郷川） ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 7.8 1.1 2.0 11.0 16.0×10³
２８年度 7.6 ～ 7.8 2.2 3.0 9.7 22.0×10³
２９年度 7.5 ～ 7.8 2.3 2.0 10.2 11.0×10³
３０年度 7.4 ～ 8.4 2.1 4.0 9.7 13.0×10³
元年度 7.5 ～ 7.8 1.0 2.0 9.6 17.0×10³

竹之内橋（榎原川） ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.4 ～ 7.8 0.8 1.0 10.0 35.0×10³
２８年度 7.5 ～ 8.3 1.0 2.8 10.2 22.0×10³
２９年度 7.6 ～ 7.8 2.0 2.0 10.2 13.0×10³
３０年度 7.5 ～ 8.2 2.0 2.0 9.3 24.0×10³
元年度 7.4 ～ 7.7 0.5未満 1.0 10.0 17.0×10³
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③その他の河川 

【隈谷川】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

宮崎県類型指定にはありませんが、代表的水質指数である BOD（75％値）は、

環境基準を達成いたしました。 

 

 

隈谷川 BOD（75％値）の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上平峰橋 ＢＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.5 ～ 7.7 0.9 2.1 11.0 9.0×10³
２８年度 7.5 ～ 7.7 0.6 12.2 10.1 13.0×10³
２９年度 7.5 ～ 7.9 1.1 4.0 10.3 7.9×10³
３０年度 7.7 ～ 8.2 0.6 4.0 10.2 7.9×10³
元年度 7.5 ～ 7.7 1.0 6.0 9.9 33.0×10³
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【補足調査】 

定期的な水質調査とは別に、年１回、定期的な調査とは異なる地点で補足的な

水質調査を実施しました。結果は、次に示すとおりです。 

全体的には基準内の数値ですが、飫肥新町水路、新開橋、橋の口橋上流におい

てＢＯＤ値が高くなっております。 

（実施日：令和元年８月２８日） 

 

 

 

 

 

 

 

大根川橋 楠原橋 飫肥新町水路 太田川橋 川津留橋
ｐＨ 7.5 7.4 7.2 7.3 7.6

ＢＯＤ mg/l 0.5未満 0.5未満 2.1 0.5未満 0.5未満
ＳＳ mg/l 2.0 3.0 3.0 7.0 5.0
ＤＯ mg/l 9.1 9.3 7.7 9.2 7.7

大腸菌群数 個／100ml 11.0×10³ 17.0×10³ 170.0×10³ 24.0×10³ 22.0×10³
羽山橋 尾山橋 高樋橋 風田橋 田代橋

ｐＨ 7.2 7.6 7.7 7.4 7.4
ＢＯＤ mg/l 0.6 0.5未満 0.7 0.6 0.5未満
ＳＳ mg/l 9.0 6.0 4.0 7.0 6.0
ＤＯ mg/l 8.3 7.7 8.1 6.8 8.5

大腸菌群数 個／100ml 33.0×10³ 79.0×10³ 130.0×10³ 79.0×10³ 9.4×10³
川堀橋 河原谷橋 坂元橋 倉谷橋 平佐橋

ｐＨ 7.4 7.5 7.8 7.2 7.4
ＢＯＤ mg/l 0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満
ＳＳ mg/l 1.0 2.0 1.0 2.0 1未満
ＤＯ mg/l 9.1 8.7 8.6 8.4 8.5

大腸菌群数 個／100ml 7.9×10³ 24.0×10³ 4.9×10³ 7.0×10³ 2.1×10³
内之田堰堤 中講南町橋 新開橋 黒島橋 波平瀬橋

ｐＨ 7.4 7.9 7.6 7.5 7.4
ＢＯＤ mg/l 0.5未満 0.5未満 1.4 0.8 0.5未満
ＳＳ mg/l 1.0 1.0 22.0 9.0 1.0
ＤＯ mg/l 8.4 1.1 5.4 8.7 9.9

大腸菌群数 個／100ml 4.9×10³ 170.0×10³ 79.0×10³ 11.0×10³ 7.9×10³

荒谷橋 古港橋
南郷・細田川
合流点上流

法の瀬橋 上講前鶴橋

ｐＨ 7.5 7.7 7.6 7.5 7.4
ＢＯＤ mg/l 0.5未満 0.5未満 0.9 0.5 0.5未満
ＳＳ mg/l 2.0 5.0 6.0 4.0 1.0
ＤＯ mg/l 9.6 5.6 8.5 8.6 9.4

大腸菌群数 個／100ml 33.0×10³ 11.0×10³ 33.0×10³ 3.3×10³ 11.0×10³

下講橋 橋の口橋上流
橋の口橋
合流点

夫婦浦橋上流 桜木橋

ｐＨ 7.5 8.4 8.8 7.4 7.5
ＢＯＤ mg/l 0.5 1.1 1.0 0.5未満 0.5未満
ＳＳ mg/l 3.0 2.0 2.0 2.0 2.0
ＤＯ mg/l 8.5 8.4 8.8 8.8 9.1

大腸菌群数 個／100ml 13.0×10³ 11.0×10³ 4.9×10³ 7.9×10³ 33.0×10³
芝川橋下

ｐＨ 7.7
ＢＯＤ mg/l 0.5未満
ＳＳ mg/l 1.0
ＤＯ mg/l 10.0

大腸菌群数 個／100ml 71.0×10³
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④海域 

市内海域の水質状況を把握するため、堀川運河について年４回定期的に水質調

査を行っています。同時に、県が海水浴場及び広渡川河口海域・油津港の調査を

実施しています。 

海域調査では、水質指標としてＢＯＤの代わりにＣＯＤ（化学的酸素要求量）

を用います。 

 

【堀川運河】 

令和元年度の水質検査結果については、次に示すとおりです。 

ＣＯＤ（75％値）は環境基準未達成でした。 

 

 

 
堀川運河 COD（75％値）の経年変化 

 

 

  

油津大橋 CＯＤ（mg/l） ＳＳ（mg/l） ＤＯ（mg/l） 大腸菌（MPN/100ml）
環境基準（AA類型） 6.5 ～ 8.5 １以下 25以下 7.5以上 50以下

２７年度 7.9 ～ 8.1 0.9 ‐　 8.7 0.7×10³
２８年度 7.9 ～ 8.2 2.4 ‐　 7.3 1.3×10³
２９年度 7.2 ～ 8.1 8.0 ‐　 7.8 1.3×10³
３０年度 8.0 ～ 8.2 2.8 ‐　 7.3 0.8×10³
元年度 7.7 ～ 8.0 2.0 ‐　 6.9 0.3×10³
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【水浴場】（※県検査資料） 

県内の主要水浴場の水質状況については、青島海水浴場等１５ヵ所について、

開設前と遊泳期間中２回調査が行われました。日南市内では、富土海水浴場、大

堂津海水浴場および栄松海水浴場で検査が行われ、結果は全ての水浴場とも良好

でした。 

近年の検査結果についても、基準を達成しています。 

 

令和元年度海水浴場水質検査結果（開設前） 

 

 

海水浴場 COD(平均値)の経年変化（開設前） 

 

 

海水浴場 COD の経年変化（開設前） 

 

 

 

  

海水浴場名 大腸菌群数 ＣＯＤ（平均） ｐＨ 透明度 油膜 判定

富土海水浴場 2以下 0.9 8.3～8.3 全透 なし ＡＡ

大堂津海水浴場 2以下 0.9 8.2～8.4 全透 なし ＡＡ
栄松海水浴場 2以下 0.6 8.2～8.3 全透 なし ＡＡ

海水浴場名 基準値 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

富土海水浴場 2.0以下 0.9 1.1 1.4 1.0 0.9

大堂津海水浴場 2.0以下 0.8 1.3 1.0 1.2 0.9
栄松海水浴場 2.0以下 0.7 0.8 0.9 0.5 0.6
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（３）広渡川河口海域及び油津港（※県検査資料） 

令和元年度の水質検査は、次のとおりです。いずれの調査地点においても、 

ＣＯＤ（75％値）は環境基準を達成していました。 

 

 

 

広渡川河口海域及び油津港 COD(75％値)の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査地点 環境基準 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

排水口東600m(A) 2.0以下 1.3 1.4 1.6 1.5 1.7

排水口東1300m(A) 2.0以下 1.5 1.0 1.4 1.7 1.3
油津港№6(B) 3.0以下 1.7 1.2 1.7 1.4 1.6
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（４）日南海岸国定公園内の海域及び外浦港（※一部県検査データ） 

令和元年度の水質検査は、次のとおりです。いずれの調査地点においても、 

ＣＯＤ（75％値）は環境基準を達成していました。 

 

 

 

日南海岸国定公園内の海域及び外浦港 COD(75%値)の経年変化 

  

環境基準 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

生城（A） 2.0以下 0.9 1.6 1.8 1.8 1.0

深鍋（A） 2.0以下 1.1 1.5 1.8 1.8 0.8
城浦（A） 2.0以下 1.6 2.0 1.4 1.7 0.9
荒崎（A） 2.0以下 1.4 2.0 1.7 2.0 0.8
夫婦浦（A） 2.0以下 1.0 1.2 1.3 0.8 1.4
外浦港中央（類型なし） 1.2 1.5 1.8 1.7 1.5
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３ 水辺の環境調査 

（１）水辺の環境調査とは？  

水辺の環境調査は、環境教育の一環として、毎年全国的に実施されており、本

市においても、小中学生を中心に実施されています。一般的な水質検査が化学試

薬を用いて水質を評価するのに対し、水辺の環境調査では、河川の「音」「風景」

「透明度」「生息する水生生物」などによって水辺の環境や河川のきれいさを評価

するものです。宮崎県においては、県と NPO 法人大淀川流域ネットワークが協働

して、独自の五感を使った水辺環境指標が作成されています。 

調査の中心となるのが、水生生物調査です。川の中には、様々な生き物が棲ん

でおり、生き物の種類によって棲息するのに適した水質環境が異なります。｢水生

生物による水質調査」では、川の中にどのような生き物が棲んでいるかを調べる

ことで、川の水の汚れ具合について傾向を知ることができます。 

水生生物による水質調査は、化学的検査と比較して、誰にでも簡単に取組め、

一度の調査で平均的な水質を把握できるというメリットがあります。 

 

（２）本市における調査結果 

令和元年度は２団体で調査を実施しました。 

判定指標となる生物に関しては、Ｐ６２、６３を参照下さい。 

 

 

令和元年度 水辺の水生生物による水質調査結果 

 

 

 

 

  

学校名・団体 調 査 年 月 日  参加人数 調 査 地 点 多く見られた生物 

吾田小学校 ５月２９日 ７０人  
酒谷川 

浜の茶屋下付近 

ヘビトンボ 

カワニナ類 

飫肥小学校 ５月３０日 ５３人  
酒谷川 

本町橋付近 

ヒラタカゲロウ 

ヒラタドロムシ 
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４ 生活排水対策 

（１）生活排水対策の必要性 

河川等公共用水域の水質汚濁の主な要因は、家庭の台所・浴室等から未処理の 

まま排出される生活排水であることから、河川浄化対策を推進する上で、生活排水 

処理対策が重要な課題となっています。 

生活排水処理率は、令和２年３月末現在 ５９．１％で、県平均 ８２．０％と 

比較すると大きく下回る処理率となっています。 

   

（２）生活排水処理施設の整備の現状 

①公共下水道 

公共下水道は、主に市街地での生活排水を処理するために、日南市が管理し、 

終末処理場に接続するものです。 

本市では、日南地区及び北郷地区において整備が進められており、下水道 

普及率は、令和２年３月末現在４０．６％となっています。  

②漁業集落排水施設 

漁業集落環境整備事業（漁港漁村総合整備事業）は、漁業集落内の環境を保全 

するとともに、豊かでうるおいのある漁業集落形成のため、集落排水施設（下水 

道）、水産飲雑用水（上水道）、緑地・広場、集落道等の生活関連施設の整備を行 

うものです。 

本市では、夫婦浦地区が平成１２年から、富土地区が平成１４年度から供用開 

始しています。 

③浄化槽 

浄化槽は一般家庭で下水道と同等のし尿及び生活雑排水の処理機能を持たせ 

たものであり、家屋の新築及び改築時に比較的容易に設置することができること 

から、下水道の未整備地域における快適な生活環境と公衆衛生の向上のため、重 

要な役割を果たしています。 

平成２年度から浄化槽設置整備事業に取り組み、平成２５年度からは公設合併 

処理浄化槽事業も取り組んで降ります。 

令和元年度の設置基数は１２２基で、累計設置基数は８３０基となってい 

ます。 
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生活排水処理率の推移        （単位：％） 

※生活排水処理率は、下水道課の数値を使用 

 

 

 

浄化槽設置基数の推移        （単位：基） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 累計 

１４８ １０８ １１５ １２０ １１２ １０５ １２２ ８３０ 

 

 

  

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

公共下水道 ２９．５ ２９．９ ３０．４ ３０．８ ３３．６ ３２．１ 

浄化槽 １７．４ ２２．６ ２２．４ １９．７ ２２.２ ２５．８ 

漁業・農業集落排

水施設 
１．２ １．２ １．２ １．２ １.２ １．２ 

合計 

（生活排水処理率）  ４８．１ ５２．７ ５４．０ ５１．８ ５４．９ ５９．１ 
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５ 事業所からの排出水対策 

（１）事業所からの排出水に関する規制 

一定の排出水量のある、法で定められた施設（特定施設）を有する事業所につい

ては、水質汚濁防止法に定められた規制基準を遵守することが求められます。 

水質汚濁防止法の所管は県であり、本市の事業所からの排出水については、日南

保健所が不定期に水質検査等を行い、指導を行っています。 

市では、市民生活に大きな影響を及ぼすと考えられる事業所については、公害防

止協定を締結し、法律の規制基準よりも厳しい協定値を遵守することを事業所に求

めています。 

 

（２）王子製紙(株)日南工場の排出水検査 

王子製紙(株)日南工場からの排出水については、公害防止協定で法律より厳しい

基準を設けています。市では、毎月１回、午前・午後・夜間のいずれか２回の検査

を行っています。令和元年度の結果は、次に示すとおりで、年間を通して許容濃度

以下の数値でした。 

 

令和元年 度王子製紙(株)日南工場平山排出水 水質検査結果 

 

  

調査月 調査日 採水時間 ｐＨ ＣＯＤ ＳＳ 色度
午　前 7.2 70 29 120
午　後 7.2 68 25 100
午　後 7.4 35 23 42
夜　間 7.4 33 27 42
午　後 7.6 31 19 33
夜　間 7.4 29 16 66
午　前 7.4 60 32 12
午　後 7.5 62 31 100
午　前 7.4 70 39 170
夜　間 7.4 50 14 94
午　後 7.5 45 23 51
夜　間 7.5 42 23 48
午　前 7.1 60 28 150
夜　間 7.1 65 29 48
午　前 7.3 38 21 53
午　後 7.3 43 22 53
午　後 7.2 45 21 59
夜　間 7.2 41 23 46
午　前 7.3 63 19 80
午　後 7.4 71 22 60
午　後 7.1 60 15 100
夜　間 7.2 66 16 120
午　前 7.3 86 30 100
夜　間 7.0 75 22 80

5.5以上
8.5以下

最大110
日間平均

90

最大100
日間平均

75

日間平均
200

公害防止協定による協定値

1月 7日

2月 12日

3月 12日

10月 24日

11月 11日

12月 16日

7月 10日

8月 20日

9月 11日

4月 18日

5月 16日

6月 13日
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１ 騒音に関する基本的事項 

（１）騒音問題の特徴 

騒音は公害の中でも日常生活に密着したもので、その発生源も多種多様です。      

また心理的、生理的に悪影響を及ぼす公害であり、感じ方も個人の主観による

ところが大きいのが特徴です。 

  

（２）騒音の原因 

発生源は多岐に渡り、工場や事業所、建設作業、自動車等の交通機関等、近隣

の家庭や店舗の冷暖房機器、ペットの鳴き声などがあります。 

近年は、特定の工場や大型重機が入るような工事の騒音ではなく、法や条例の

規制を受けない作業等について、相談が多く寄せられるようになっています。 

 

 

 

            

騒音レベルの例 単位：db（デシベル） 騒音の大きさの目安 

 

  

 

強度難聴 

ほとんどわからない 

 

130 最大可聴音 

120 飛行機のエンジン音 

110 自動車の警笛（前方２メートル） 

100 電車が通るときのガード下 

高度難聴 

耳に接しなければ大声が理解できな

い 

90 大声による独唱、工場の騒音 

80 電車の車内 

中度難聴 

電話の会話が不自由になる 

70 騒々しい事務所 

60 静かな乗用車、普通の会話 

軽度難聴 

会議等で聞き取り少し困難になる 

50 静かな事務所 

40 市内の深夜、図書館 

30 郊外の深夜、ささやきの声 

正 常 

ほとんど不自由はない 

20 木の葉のふれ合う音 

10  

0 最小可聴音 

第４章 騒音・振動 
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（３）騒音に関係する法令      

関係法令の主なものとして「環境基本法」「騒音規制法」があります。 

条例は、「日南市公害防止条例」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 騒音規制法に基づく規制 

（１）指定地域 

騒音規制法では、工場・事業所騒音、建設作業騒音及び自動車騒音について規

制が行われています。 

日南市においては、市街地を中心に指定地域を設定しています。指定地域は、

都市計画法に基づく用途地域については、その区分に準じて、また、用途地域以

外の地域については土地利用状況等を勘案して指定されており、用途地域の変更

や都市化に伴う土地利用状況の著しい変化等に応じて見直しを図ることとしてい

ます。 

 

 

（２）特定施設（条例は騒音発生施設）及び特定建設作業の届出制度 

指定地域内において騒音規制法で定められた特定施設（条例においては、騒音

発生施設といいます）を設置している、もしくは新たに設置する工場や事業所（特

定工場といいます）は、騒音規制法又は日南市公害防止条例に基づき、設置する

施設の詳細や騒音の防止方法などについて、市に届出をしなければなりません。 

また、指定地域内において、騒音規制法で定められた機械等を用いて建設作業

を実施する場合（特定建設作業といいます。）、騒音規制法又は日南市公害防止条

例に基づき、市に届出することとなっています。 

 

 

 

■騒音に関係する法令 

【環境基本法】 

人の健康を保護し、及び生活環境を保する上で維持されることが望ましい基準とし

て大気汚染・水質汚濁と同様「環境基準」が定めています。 

 

【騒音規制法】 

 環境基準を達成することを目標に、特定の施設を設置している工場や特定の機器を

使用する建設作業における届出や規制基準遵守の義務を定めています。 

 

【日南市公害防止条例】 

 騒音防止法に該当しない施設や建設作業について、上乗せして届出や規制基準の遵

守の義務を定めています。 
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騒音規制法で届出が必要な   日南市公害防止条例で届出が  

特定施設   必要な特定施設  

 施設の種類    施設の種類  

1 金属加工機械   1 金属加工機械  

2 空気圧縮機等   2 空気圧縮機等  

3 土石用破砕機等   3 土石用破砕機等  

4 織機   4 織機  

5 建設用資材製造機械   5 建設用資材製造機械  

6 穀物用製粉機械   6 穀物用製粉機械  

7 木材加工機   7 木材加工機  

8 抄紙機   8 抄紙機  

9 印刷機械   9 印刷機械  

10 合成樹脂用射出成型機   10 合成樹脂用射出成型機  

11 鋳型造型機   11 鋳型造型機  

    12 高速切断機  

    13 研磨機  

    14 自動洗びん機  

    15 石材引割機  

    16 重油バーナー  

    17 クーリングタワー  

    18 スチームクリーナー  

    19 胴搗製粉機  

       
       

騒音規制法で届出が必要な   日南市公害防止条例で届出が必要な特定

建設作業 

 

特定建設作業    

 特定建設作業の種類   特定建設作業の種類 

1 くい打機等を用いた作業  1 くい打機等を用いた作業 

2 びょう打機を用いた作業  2 びょう打機を用いた作業 

3 さく岩機を用いた作業  3 さく岩機を用いた作業 

4 空気圧縮機を用いた作業  4 空気圧縮機を用いた作業 

5 
コンクリートプラント等を用いた

作業 
 5 

コンクリートプラント等を用いた

作業 

6 バックホウを用いた作業  6 
コンクリートカッターを用いた作

業 

7 トラクターシャベルを用いた作業  7 電動工具を使用するはつり作業等 

8 ブルドーザーを用いた作業  8 鉄球を使用する解体作業 
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（３）規制基準  

特定工場には指定地域ごとに規制基準が定められており、市長は、この規制基

準に適合しないことにより、周辺の生活環境が損なわれると認めるときには、計

画変更勧告や改善勧告、更に改善命令の措置を行うことができることとされてい

ます。なお、令和元年度に勧告、命令を行った事例はありませんでした。 

また、特定建設作業についても、規制基準が定められており、作業に伴う騒音

が、規制基準に適合せず、周辺の生活環境に著しい影響を与えていると認めると

きには、その作業の施工者に対し、騒音規制法及び日南市公害防止条例に基づき

改善や作業時間の変更を勧告、命令することができると定められています。こち

らについても、令和元年度に勧告、命令等の事例はありませんでした。 

 

 

騒音規制法に基づく特定工場等に係る騒音の規制基準 

 

注） 

１ 規制基準は、工場・事業場の敷地の境界線における値です。 

 ２ 第１種区域～第４種区域とは、それぞれつぎの各号に掲げる区域として知事が定めた区域

をいいます。 

（１）第１種区域 

良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域です。 

（２）第２種区域 

住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域です。 

（３）第３種区域 

住居の用にあわせて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の

生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要がある区域です。 

（４）第４種区域 

主として、工業等の用に供されてい区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪化さ

せないため、著しい騒音の発生を防止する必要がある区域です。 

 ３ 第２種区域、第３種区域又は第４種区域の区域内に所在する学校、保育所、病院、患者の

収容施設を有する診療所、図書館及び特別養護老人ホームの敷地の周囲５０m 以内の区域に

おける規制基準は、表に掲げるそれぞれの値から５デシベル減じた値とします。 

 

 

  

時間の区分
朝（午前６時から
午前８時まで）

区域の区分
夕（午後７時から
午後１０時まで）

４５デシベル ４０デシベル ４０デシベル

５５デシベル ５０デシベル ４５デシベル
６５デシベル ６０デシベル ５０デシベル
７０デシベル ６５デシベル ５５デシベル

昼間（午前８時から
午後７時まで）

夜間（午後１０時から
午前６時まで）

第一種区域
第二種区域
第三種区域
第四種区域
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騒音規制法に基づく特定建設作業に係る規制基準 

 

（注）１ 「１号区域」とは、指定地域のうち、第１種区域、第２種区域、第３種区域の全域と第

４種区域のうち、学校、保育所、病院、有床診療所、図書館、特別養護老人ホームの

敷地の周囲の概ね８０m 以内の地域です。 

   ２ 「２号区域」とは、指定地域のうち、「１号区域」以外の地域です。 

 

 

  

規制項目 規制基準 備考 

基準値 ８５デシベル 
作業場の敷地境界

における値 

作業ができない時間 

１号区域 
午後７時 

～午前７時 

原則として左の時

間に作業を行って

はいけません。 
２号区域 

午後１０時 

～午前６時 

１日の作業時間 

１号区域 １０時間以内 原則として１日に

おいて左の時間を

超えて作業を行っ

てはなりません、 

２号区域 １４時間以内 

同一場所における作業時間 
連続して 

６日以内 

原則として左の期

間を超えて作業を

行ってはなりませ

ん。 

日曜休日における作業 禁止 

原則として日曜・

休日に作業を行っ

てはなりません。 
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３ 振動に関する基本的事項と関係法令 

（１）振動問題の特徴 

振動公害は、騒音公害と並び日常生活に関係の深い問題であり、地盤振動が家

屋に伝わり、その振動を直接感じたり、戸、障子等が鳴るため振動を間接的に感

じるなどの感覚的なものから、壁のひび割れ、かわらの破損等の物理的被害を伴

う場合まで幅広くあります。 

  

（２）振動の原因 

発生源としては、工場、事業場、工事現場、道路交通など様々ですが、騒音の

発生源と重複するものが多くなっています。 

 

振動レベルの例 

 

 

  

振動レベル（デシベル） 階級 地震の状況・人間の感覚 

５５以下 ０ 人体に感じられない。（常時微動） 

５５～６５ １ 
屋内にいる人の一部がわずかな揺れを感じる。 

 

６５～７５ ２ 
屋内にいる多くの人が揺れを感じる。戸・障子が

わずかに動くのが分かる。 

７５～８５ ３ 
家屋が揺れ、戸・障子がガタガタと鳴動し、器内

の水面が動くのが分かる。 

８５～９５ ４ 
屋内の振動が激しく、座りの悪い花瓶等は倒れ、

器内の水はあふれる。 

９５～１０５ ５ 壁に割れ目が入り墓石等が倒れたりする。 

１０５～１１０ ６ 多くの人々は座っていることができない。 

１１０以上 ７ 揺れに翻弄され、自分の意思で行動出来ない。 
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（３）振動に関係する法令 

振動については、騒音のような環境基準は定められていませんが、振動規制法

により特定施設及び特定建設作業に対する規制基準が定められています。 

 

 

 

 

 

 

４ 振動規制法に基づく規制 

（１）規制地域 

振動を規制する主な法律として振動規制法があります。振動規制法では、工場・

事業所振動、建設作業振動及び道路交通振動について規制が定められています。

騒音規制と同様に、平成２４年度より地域指定及び規制基準の設定に関する権限

が一般市へと移譲され、指定地域、規制基準の設定、規制事務を市長が行うこと

になっています。この規制地域についても騒音規制法と同様に、土地利用変更等

に応じて見直しを図ることとしています。 

 

（２）特定施設及び特定建設作業の届出制度 

工場・事業所等の振動について規制対象となるのは、指定地域内にあって政令

で定められた特定施設を設置している工場・事業所です。特定施設を設置・変更

する場合には届出の義務が課されています。 

また、指定地域内において政令で定められた特定建設作業を実施する場合、騒

音規制法と同様に届出の義務が課されています。 

  

■振動に関係する法令 

【振動規制法】 

 特定の施設を設置している工場や特定の機器を使用する建設作業における届出や

規制基準遵守の義務を定めています。 

1 1

2
3
4 3

5 4 ブレーカーを用いた作業

6
7

8

9
10

振動規制法で届出が必要な 振動規制法で届出が必要な
特定施設 特定建設作業

特定建設作業の種類

くい打機等を用いた作業

施設の種類
金属加工機械

鋳型製造機

土石破砕機等

織機

コンクリートブロックマシーン等

木材加工機械

舗装版破砕機を用いた作業

2
鋼球を使用して建築物その他
の工作物を破壊する作業

圧縮機

印刷機

ゴム練用又は合成樹脂練用の
ロール機

合成樹脂用射出成型機
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（３）規制基準 

特定工場等には、指定地域ごとに規制基準が定められており、市長は、この規

制基準に適合しないことにより周辺の生活環境が著しく損なわれていると認める

ときは、計画変更勧告や改善勧告、さらには改善命令を行うことができます。   

また、特定建設作業についても、指定地域ごとに規制基準が定められており、

市町村長は、この規制基準に適合しないことにより周辺の生活環境が著しく損な

われていると認めるときは、建設工事の施工者に対し振動防止方法の改善や作業

時間の変更を勧告・命令することができます。 

 

 

振動規制法に基づく特定工場等に係る振動の規制基準 

（注） 

１ 規制基準は、工場・事業場の敷地の境界線における値です。 

 ２ 第１種区域～第 2 種区域とは、それぞれつぎの各号に掲げる区域として知事が定めた区域

をいいます。 

（１）第１種区域 

良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域及び住居の用に供さ

れているため、静穏の保持を必要とする区域です。 

（２）第２種区域 

住居の用にあわせて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の

生活環境を保全するため、振動の発生を防止する必要がある区域及び主として、工業等の用

に供されている区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪化させないため、著しい振

動の発生を防止する必要がある区域です。 

 

 

  

時間の区分
区域の区分

６０デシベル ５５デシベル

６５デシベル ６０デシベル

　　昼間（午前８時から
　　午後７時まで）

　　夜間（午後７時から
　　翌日の午前８時まで）

第一種区域
第二種区域
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振動規制法に基づく特定建設作業に係る規制基準 

 

（注）１ 「１号区域」とは、指定地域のうち、第１種区域、第２種区域(工業地域においては、

学校、保育所、病院、有床診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地の周囲の概ね

８０m の区域内に限ります)です。 

   ２ 「２号区域」とは、「１号区域」以外の地域です。 

 

 

  

規制項目 規制基準 備考 

基準値 ７５デシベル 
作業場の敷地境界

における値 

作業ができない時間 

１号区域 
午後７時 

～午前７時 

原則として左の時

間に作業を行って

はいけません。 
２号区域 

午後１０時 

～午前６時 

１日の作業時間 

１号区域 １０時間以内 原則として１日に

おいて左の時間を

超えて作業を行っ

てはいけません。 

２号区域 １４時間以内 

同一場所における作業時間 
連続して 

６日以内 

原則として左の期

間を超えて作業を

行ってはいけませ

ん。 

日曜休日における作業 禁止 

原則として日曜・

休日に作業を行っ

てはいけません。 



42 
 

 

 

 

１ 悪臭に関する基本的事項と関係法令 

（１）悪臭問題の特徴及び原因 

悪臭は、人の感覚に直接訴える公害であり、生活に密着した身近な環境問題で

す。しかし、その原因となる物質は多種多様なため、その特定は非常に困難であ

り、また、感じる悪臭がどこから発生するものかを断定することも難しいのが現

状です。 

 

（２）悪臭に関係する法令 

悪臭に関する法律には、代表的なものとして悪臭防止法があります。悪臭防止

法では、工場・事業場から排出される悪臭物質（２２物質）について規制地域を

指定し、排出形態に応じて敷地境界線（１号）、気体排出口（２号）、排出水（３

号）について濃度規制基準を定めることができます。規制地域の指定及び規制基

準の設定を市長が行うことになっています。規制基準については次ページ表のと

おりです。 

また、市長は、規制基準に適合しないことにより住民の生活環境が損なわれて

いると認める時は、悪臭物質の排出防止設備の改善等に関し、改善勧告、さらに

は改善命令を行うことができます。 

悪臭防止法による規制の対象は、指定地域内に存在する工場、事業場のすべて

ですが、自動車、航空機、船舶等の移動発生源、輸送用機械器具、建設工事、浚

渫、埋立て等のために一時的に設置される作業場、下水道の排水管及び一般に事

業場の概念に含まれないものは、規制の対象とはなりません。また、悪臭防止法

には届出制はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５章 悪臭 

■悪臭に関係する法令 

【悪臭防止法】 

 工場やその他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭を規制することに

より、悪臭防止対策を推進し、生活環境を保全、国民の健康の保護に資することを

目的に、規制地域の指定や規制基準等を定めています。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%AA%E8%87%AD
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%94%9F%E6%B4%BB%E7%92%B0%E5%A2%83&action=edit&redlink=1
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種 別 項 目 基準値 

悪臭規制基準  

(敷地境界線) 

 

平成 24 年 

日南市告示 

46 号 

 

[ppm 以下] 

地域→ 住商(A) 工業(B) その他(C) 

アンモニア 1 2 5 

メチルメルカプタン 0.002 0.004 0.01 

硫化水素 0.02 0.06 0.2 

硫化メチル 0.01 0.05 0.2 

二硫化メチル 0.009 0.03 0.1 

トリメチルアミン 0.005 0.02 0.07 

アセトアルデヒト 0.05 0.1 0.5 

スチレン 0.4 0.8 2 

プロピオン酸 0.03 0.07 0.2 

ノルマル酪酸 0.001 0.002 0.006 

ノルマル吉草酸 0.0009 0.002 0.004 

イソ吉草酸 0.001 0.004 0.01 

トルエン 10 30 60 

キシレン 1 2 5 

酢酸エチル 3 7 20 

メチルイソブチルケトン 1 3 6 

イソブタノール 0.9 4 20 

プロピオンアルデヒド 0.05 0.1 0.5 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.03 0.08 

イソブチルアルデヒド 0.02 0.07 0.2 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.02 0.05 

イソバレルアルデヒド 0.003 0.006 0.01 

悪臭防止法規制基準 

 

 

（注）１ Ａ地域 主に住居の用に供する地域及び商業の用に供する地域。ただし、当該地

域に指定することが適当でないと客観的に認められる地域を除く。 

２ Ｂ地域 主に工業の用に供する地域及び臭気に対する順応のある地域。ただし、

当該地域に指定することが適当でないと客観的に認められる地域を除く。 

３ Ｃ地域 規制地域のうち、Ａ地域及びＢ地域以外の地域。 
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（３）臭気指数による規制 

従来は、悪臭防止法で定められた２２物質それぞれに定められた規制基準で悪

臭の度合を判断していました。 

しかし、近年は全国的な悪臭苦情の傾向を見ると、畜産関連や工場からの悪臭

以外に、飲食店やサービス業からの悪臭や都市・生活型と呼ばれる身の回りから

発生する悪臭への苦情が増加しており、このような臭気はその発生源が多様なた

め、従来の規制では対応が難しい現状となっています。 

これらの現状を踏まえて、平成７年４月の悪臭防止法の一部改正から、複合臭

や未規制物質に対応できるよう、濃度規制に代えて臭気指数による規制基準を定

めることができるようになりました。 

臭気指数とは、試料（サンプル）を臭気が感じられなくなるまで無臭空気で希

釈したときの希釈倍率（臭気濃度）を求め、その常用対数に１０を乗じた数値で

す。臭気指数制度の導入のプロセスは、特定悪臭物質による規制の場合と基本的

に同じで、都道府県知事が市町村の意向を把握した上で規制地域の指定や規制基

準の設定を行い、これを公示することになります。 

なお、臭気指数による規制は、宮崎県下では、平成１７年１０月１日から宮崎

市が導入しているのみで、本市では悪臭物質により規制しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【臭気指数制度のメリット】 

  ・多種多様な「におい」の物質に対応が可能。 

  ・においの相加・相乗の効果を評価できる。 

  ・住民の悪臭に対する被害感覚と一致しやすい。 

  ・人間の嗅覚を利用することで、「におい」の程度がイメージしやすい。 

【臭気指数制度のデメリット】 

  ・あらゆる臭いが対象となる（一般的には良いにおいも対象となる）。 

  ・別々の原因により複合する臭いも対象にしてしまう。 
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２ 測定の結果 

（１）王子製紙(株)日南工場の測定 

日南市では、平成１９年度から公害防止協定に基づき同工場の悪臭測定を実施

しています。令和元年度は、４地点において（各回４地点）の測定を実施しまし

た。 

なお、測定結果は以下に示すとおりで、全て基準を達成しております。 

 

令和元年度 王子製紙(株)日南工場 悪臭測定結果 

 
※公害防止協定の値を適用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

王子製紙悪臭測定 測定地点 

 

第１回測定 第２回測定 第３回測定 第４回測定
6月18日 9月13日 12月13日 3月12日

天候：曇り 天候：曇り 天候：晴れ 天候：晴れ

メチルメルカプタン 0.002 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満

硫化水素 0.02 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満
硫化メチル 0.01 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満
二硫化メチル 0.009 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満
メチルメルカプタン 0.002 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満
硫化水素 0.02 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満
硫化メチル 0.01 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満
二硫化メチル 0.009 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満
メチルメルカプタン 0.002 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満
硫化水素 0.02 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満
硫化メチル 0.01 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満
二硫化メチル 0.009 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満
メチルメルカプタン 0.002 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満
硫化水素 0.02 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満
硫化メチル 0.01 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満
二硫化メチル 0.009 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満 0.0009未満

測定
地点

測定物質
   (ppm)

№２

採取状況/測定物質
基準
値※

№４
測定物質
   (ppm)

№６
測定物質
   (ppm)

№７
測定物質
   (ppm)

NO.2 

NO.4 

NO.6 

NO.7 
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１ 一般廃棄物の現況 

（１）ごみの排出量 

令和元年度のごみ総排出量は２２，８３１トンでした。経年変化は次に示すと

おりです。 

総排出量は、前年度から２８６トン増加しています。 

   

 

           ごみ排出量の経年変化      （単位：ｔ） 

 

 

 

令和元年度 ごみ排出量の内訳 

  

年度 燃やせるごみ 燃やせないごみ 粗大ごみ 資源ごみ 計
27 17,773 816 360 4,071 23,020
28 17,615 794 411 3,673 22,493
29 16,397 950 457 4,022 21,826
30 17,283 973 477 3,812 22,545
元 16,725 940 433 4,733 22,831

燃やせるごみ
73%

燃やせないごみ
3%

粗大ごみ
2%

資源ごみ
21%

令和元年度

燃やせるごみ 燃やせないごみ 粗大ごみ 資源ごみ

第６章 廃棄物 
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ごみ排出量の経年変化 

 

２ リサイクル 

（１）リサイクルの現況 

容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律）に基づき、日南市でも空き缶や空きビン、ペットボトル等の資源ごみの

分別収集や廃プラ回収を実施されています。令和元年度からは助燃剤（脱水泥水）

の回収を実施し、リサイクル率は２２．４%でした。また日南串間広域不燃物処理

組合が運営する黒潮環境センター内において、空き缶・空きビン・ペットボトル

などのリサイクルに係る再資源化を行っています。 

            リサイクル率の経年変化       （単位：％） 

 

※リサイクル率＝総資源化量÷(ごみ処理量＋集団回収量)×100 

 

（２）資源物の内訳 

令和元年度の資源物の内訳および経年変化は次に示すとおりです。紙類が最も

多く、次いで金属類、助燃剤、ガラス類、廃プラ、ペットボトルが続きます。                       

          資源ごみの経年変化         （単位：ｔ） 

 

 ※廃プラは平成２９年度より、助燃剤（脱水泥水）は令和元年度より、 

23,020 22,493 21,826 22,545 22,831 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

26年度 27年度 28年度 29年度 元年度

年度

総排出量(ｔ)

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度
17.5 18.3 17.8 20.3 19.1 22.4

年度
リサイクル率

年度 紙類 紙パック 金属類 ガラス類 ペットボトル 布類 廃油 チップ 廃プラ類 小型家電 助燃剤（脱水汚泥） 計

27 3,134 576 464 202 6 20 4,402

28 2,790 599 441 199 7 15 4,051
29 2,640 607 396 204 7 18 436 4,308
30 2,525 658 383 218 8 21 371 5 4,189
元 2,814 744 366 239 8 26 343 566 5,106
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１ 苦情・相談の動向 

市には生活環境に関する苦情・相談が幅広く寄せられています。苦情・相談の内容

は、大きく典型７公害（大気汚染・水質汚濁・騒音・振動・悪臭・地盤沈下・土壌汚

染）に関するものと、それ以外のもの（不法投棄・空き地の雑草など）に分けられま

す。 

市に寄せられる苦情・相談は近年多様化しており、その要因として、本来ならば当

事者間で解決すべき民事同士のトラブルに関する相談が増加していることが考えら

れます。 

苦情は、地域住民の生活に密着した問題であり、法令に基づいた適正な指導を行う

ことが原則ではありますが、解決が困難な事例も見受けられます。 

 

                               （単位：件）

 

苦情・相談件数の推移 

 

 

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

128

その他 127 114 106 141 111

合計 138 135 133 153

0

地盤沈下 0 0 0 0 0

土壌汚染 0 1 1 0

13

振動 0 0 1 0 0

悪臭 6 6 14 6

1

水質汚濁 5 4 2 3 3

騒音 0 10 9 3

0大気汚染 0 0 0 0

第７章 公害及び生活環境に関する苦情相談 
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２ 苦情・相談の内容及び対応 

（１）大気汚染 

大気汚染の苦情等の原因について、煙や砂埃などでありますが、令和元年度に

寄せられた苦情・相談はありませんでした。 

大気汚染防止法に基づく指導を行った事例もありません。 

 

（２）水質汚濁 

相談の内容としては、生活排水や河川の色が変わっているなどでした。 

苦情・相談が寄せられた場合は、現地調査を行い発生源の特定に努め、発生源

が特定できた場合は、保健所や河川管理者等と合同で指導などを行います。 

水質汚濁防止法の特定施設については、届出の有無や規制基準が遵守されてい

るかなどを確認することにもなりますが、年度は、そのような事例はありません

でした。 

 

 

（３）騒音・振動 

騒音・振動の苦情等の原因について、解体工事に伴う作業騒音・振動でありま

したが、令和元年度に寄せられた苦情・相談の原因は、規制基準を上回るもの事

例はありませんでした。 

 

（４）悪臭 

苦情・相談の悪臭発生源は、農畜産関係・野外焼却・汚水の臭いなどでした。 

対応としては、原因の調査を行い、判明した場合には改善のお願いなどをする

ことになります。 

野外焼却については、廃棄物及び清掃に関する法律で原則禁止されています。

しかしながら、田畑の害虫駆除目的の野焼きなど例外規定もあり一律に規制する

ことは困難なため、現場にてやめていただくよう指導を行いました。 

 

 

（５）不法投棄 

投棄物は一般の家庭ごみから、家電製品、タイヤ、産業廃棄物まで幅広く、一

般廃棄物については市が、産業廃棄物については県が指導を行います。 

投棄者の特定が可能な書類などが投棄物に含まれていた場合には、警察が捜査

を行い、投棄者に指導することになります。しかしながら、投棄者が特定できな

い場合が多く、その場合は投棄された土地の管理者が処理することになります。 
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（６）空き地の雑草 

空き地の雑草の繁茂については、害虫の発生など、地域の環境衛生上問題が 

あり、毎年多くの相談や苦情が寄せられています。 

対応としては、電話や文書による空き地管理のお願いなどを行いました。 

また、冬季には火災予防を兼ねて、消防本部と環境担当部署が合同で「市街地・

密集地周辺の枯れ草等の調査」を実施し、改善が必要と思われる空き地の管理者

には文書指導を行いました。 

 

 

（７）空き家の管理 

管理が不十分な空き家は、空き地と同様に相談や苦情が寄せられます。 

対応としては、空き地に関する苦情と同様、電話や文書による空き家の管理の 

お願いなどを行いました。 

 

 

（８）その他 

令和元年度に寄せられた１２８件の苦情・相談のうち、上記(１)～(７)以外のも

のがその他の苦情・相談に該当します。内容的には、犬・猫に関する相談やハチ

の巣に係わるものなどです。行政として対応を行うことが難しい場合があり、お

願いや仲介といった対応になる事例が多いのが現状です。 
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地球温暖化対策は世界的な課題となっており、日本では国のみでなく、都道府県や

市町村でも取り組みが進められています。また、東日本大震災後の電力需給の変化を

受け、省エネルギー対策の一層の強化が求められています。日南市でも、学校・地域

における温暖化防止対策啓発の他に、庁舎における省エネルギー対策の推進など様々

な施策を実施しています。 

 

（１）学校における取組 

希望のあった小中学校に対し、環境ワークショップを実施するものです。 

これは、環境に関する授業を行うことで、地球温暖化の現状や、学校や家庭でど

のようなことに取り組めば温室効果ガスが削減できるのかを知ってもらい、実践

してもらうことで、地球温暖化を含めた環境問題に関心を持ってもらうことを目

的としています。 

 

（２）市庁舎での省エネルギーに対する取り組み 

   令和元年度は、昨年度に引き続きクールビズの実施や昼休みの消灯の徹底及

び照明に係る蛍光灯に係る節電対策を行いました。具体的な取り組みは以下の

とおりです。 

    

夏季 冬季 

７月から９月までの期間、冷房の 

運転時間を短縮 

 

庁舎内の点灯蛍光灯数の削減 

 

１２月から３月までの期間、暖房の

運転時間を短縮 

 

庁舎内の点灯蛍光灯数の削減 

 

 （３）その他 

   平成２９年度から下水道終末処理場に設置した 1,500kw 発電できる太陽光発

電が、フル稼働となり地球温暖化の原因のＣＯ2の削減に寄与しています。 

    年間削減量…1,321ｔ/年（推定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 地球温暖化対策 



52 
 

 

 

 

 

 日南市は、鰐塚山等の山々から河川、日南海岸国定公園など豊かな自然に囲まれ

ています。その中では、多くの野生動植物が生息していると思われますが、これま

で、市単独での継続した調査等は行われておらず、野生動植物の状況や変移につい

て、情報の蓄積はされておりません。 

その中で本市では環境問題について基礎的な知識を持ち、地域の環境活動のリー

ダーとなる人材の育成を目的として、環境保全活動の推進を図るため日南市環境マ

イスター制度を採っております。 

専門的な知識を持つ方々により、貴重な動植物についても学習し、１人でも多く

の市民の方が、自然環境に関する意識を持つよう努めます。 

 

 

 

猪八重渓谷 

 

五重の滝を中心に 20 数カ所

の滝群が点在しており、一定の

湿度と温度が保たれているた

め、貴重なコケ類の宝庫として

も知られ、世界中で約 1800 種

類あるといわれるコケの中の約

250 種以上が渓谷一帯に存在し

ています。 

 

 

  

第９章 自然保護 
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第１章 日南市の概要 

・人口・高齢者の推移、産業分類別人口構成比、生産額の推移⇒市総合計画・県統

計より 

・平均気温及び降水量⇒気象庁データより 

第２章 大気汚染 

 ・宮崎県環境白書（令和元年版）より 

第３章 水質汚濁 

 ・河川に関するデータ⇒地域自治課測定結果より 

 ・海域に関するデータ（堀川運河）⇒地域自治課測定結果より 

 ・海域に関するデータ（堀川運河以外）⇒宮崎県環境白書（令和元年版より 

 ・水辺の環境調査⇒地域自治課より 

 ・生活排水に関するデータ⇒下水道課より 

 ・王子製紙日南工場排出水検査⇒地域自治課測定結果より 

第４章 騒音・振動 

 地域自治課及び各地域振興センター住民係の記録より 

第５章 悪臭 

 市測定結果より 

第６章 廃棄物 

 美化推進課より 

第７章 公害及び生活環境に関する苦情相談 

 地域自治課及び各地域振興センター住民係より 

第８章 地球温暖化対策 

 地域自治課より 

第９章 自然保護 

 地域自治課より 
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河川・海域水質検査業務委託位置図[年 4 回](河川 23 か所、運河および海域 8 か所) 

城之下橋 

昼野橋 

蜂之巣公園 

大藤堰堤 

松永堰堤 

上白木俣橋 

桃の木橋 
向田橋 

上塚田橋 

茶円橋 

萩之嶺橋 

東光寺橋 
益安橋 

油津大橋 

上平峰橋 

大堂津橋 細田橋 

排水口下流 虚空蔵島 

生城 深鍋 

城浦 

荒崎 

竹ノ内橋 

須糊橋下流 

吉野方橋 

福田橋 

堂地橋 

高田橋 
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河川・海域水質検査業務委託位置図[年１回](河川 31 か所) 

田代橋 

川堀橋 

河原谷橋 

坂元橋 

倉谷橋 

平佐橋 

内之田堰堤 

太田川橋 飫肥新町水路 

楠原橋 

大根川橋 
風田橋 

羽山橋 

川津留橋 

尾山橋 

高樋橋 

南建協生コン前 法の瀬橋 

桜木橋 下講橋 
中西興業下 

橋の口橋合流点 

夫婦浦橋上流 

荒谷橋 

古港橋 

新開橋 

黒島橋 

波平瀬橋 

前鶴橋 
中溝南町橋 

芝川橋下 
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パルプ工場排水工東６００ｍ 

パルプ工場排水工東１３００ｍ 

広渡橋 

油津港№６ 

大堂津海水浴場 

広渡川河口海域調査図 
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1 金属加工機械

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ せん断機(原動機の定格出力が3.75kw以上のものに限る。)

ト 鍛造機

チ ワイヤーフォーミングマシン

リ ブラスト(タンブラスト以外のものであって、密閉式のものを除く。)

ヌ タンブラー

ル 切断機(と石を用いるものに限る。)

2

3

4

5

イ

ロ

6

7

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

8

9

10

11

騒音規正法で届出が必要な特定施設

かんな盤(原動機の定格出力が2.25kw以上のものに限る。)

抄紙機

印刷機(原動機を用いるものに限る。)

合成樹脂用射出成型機

圧延機械(原動機の定格出力の合計が22.5ｋｗ以上のものに限る。)

液圧プレス(矯正プレスを除く。)

空気圧縮機及び送風機(原動機の定格出力が7.5kw以上のものに限る。)

ベンディングマシーン(ロール式のものであって、原動機の定格出力が
3.75kw以上のものに限る。)

機械プレス(呼び加圧能力が294キロニュートン以上のものに限る。)

製管機械

鋳型造型機(ジョルト式のものに限る。)

土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機(原動機の定格出力が
　7.5kw以上のものに限る。)

木材加工機械

ドラムバッカー

チッパー(原動機の定格出力が2.25kw以上のものに限る。)

砕木機

帯のこ盤(製材用のものであっては原動機の定格出力が15kw以上のもの、
木工用のものにあっては原動機の定格出力が2.25kw以上のものに限る。)

丸のこ盤(帯のこ盤と同じ。)

織機(原動機を用いるものに限る。)

建設用資材製造機械

コンクリートプラント(気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が
0.45㎥以上のものに限る。)

アスファルトプラント(混練機の混練重量が200kg以上のものに限る。)

穀物用製粉機(ロール式のものであって、原動機の定格出力が7.5kw以上のものに限る。)
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別表第１(第２条関係)

番号

1 (ア)　圧延機械 原動機の定格出力の合計が22.5キロワット未満のもの

(イ)　製管機械

(オ) 機械プレス 呼び加圧能力が294キロニュートン未満のもの

(カ) せん断機 原動機の定格出力が3.75キロワット未満のもの

(キ) 鍛造機

(コ) タンブラー

2

3

4

5

(イ) アスファルトプラント

6

7 木材加工機械 (ア) ドラムバッカー

(イ) チッパー 原動機の定格出力が2.25キロワット未満のもの

(ウ) 砕木機

(オ) 丸のこ盤

(カ) かんな盤

日南市公害防止条例で届出が必要な騒音発生施設

特定施設

届出が必要な騒音発生施設

規模又は能力

土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、
ふるい及び分級機

原動機の定格出力が7.5キロワット未満のもの

(ケ) ブラスト(タンブラスト
　　　以外のものであって、
　　　密閉式のものを除く。)

原動機の定格出力が3.75キロワット以上7.5キロワット
未満のもの

空気圧縮機及び送風機

金属加工機械

(ウ)　ベンディングマシーン
ロール式のものであって原動機の定格出力が3.75キロワット
未満のもの

(エ) 液圧プレス
     (矯正プレスを除く。)

(ク) ワイヤーフォーミング
     マシン

織機 原動機を用いるもの

(ア) コンクリートプラント
気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が
0.45立方メートル未満のもので固定式のもの

混練機の混練重量が200キログラム未満のもの

建設用資材
製造機械

ロール式のものであって、原動機の定格出力が7.5キロ
ワット未満のもの

穀物用製粉機

(エ) 帯のこ盤

製材用のものであっては、原動機の定格出力が15キロ
ワット未満のもの
木工用にあっては、原動機の定格出力が2.25キロワット
未満のもの

製材用のものであっては、原動機の定格出力が15キロ
ワット未満のもの
木工用にあっては、原動機の定格出力が2.25キロワット
未満のもの

原動機の定格出力が2.25キロワット未満のもの

(キ) チェンソー
(電動式のものを除く)
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8

9 原動機を用いるもの

10 合成樹脂用射出成型機

11 ジョルト式のもの

12

13

14

15

16 重油使用料が毎時５リットル以上のもの

17

18

19

クーリングタワー

原動機の定格出力が1.5キロワット以上のもの

原動機の定格出力が0.75キロワット以上のものに限る

胴搗製粉機(線香原料製粉に用いるもの)

スチームクリーナー

印刷機

鋳型造型機

抄紙機

高速切断機

研磨機(乾式研磨機、サンダー)

自動洗びん機

石材引割機

重油バーナー
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２． びょう打機を使用する作業

１．

３．
さく岩機を使用する作業(作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における
当該作業に係る２地点間の最大距離が50ｍを越えない作業に限る。)

騒音規正法で届出が必要な特定施設

くい打機(もんけんを除く)、くい抜機又はくい打くい抜機(圧入式くい打くい抜機を除く。)を
使用する作業(くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。)

７．
トラクターショベル(一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定する
ものを除き、原動機の定格出力が70kw以上のものに限る。)を使用する作業

８．
ブルドーザー(一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定する
ものを除き、原動機の定格出力が40kw以上のものに限る。)を使用する作業

４．
空気圧縮機(電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出力が
１５kw以上のものに限る。)を使用する作業(さく岩機の動力として使用する作業を除く。)

５．
コンクリートプラント(混練機の混練容量が0.45㎥以上のものに限る。)又はアスファルトプラント
(混練機の混練重量が200kg以上のものに限る。)を設けて行う作業(モルタルを製造するために
コンクリートプラントを設けて行う作業を除く。)

６．
バックホウ(一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを
除き、原動機の定格出力が80kw以上のものに限る。)を使用する作業
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　別表第２(第３条、第１１条関係)

２． びょう打機を使用する作業

４．
空気圧縮機(電動機以外の原動機を用いるものであってその原動機の定格出力が
１５キロワット以上のものに限る。)を使用する作業(さく岩機の動力として使用する作業を除く。)

日南市公害防止条例で届出が必要な特定施設

１．
くい打機(もんけんを除く)、くい抜機又はくい打くい抜機を使用する作業
(くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。)

３．
さく岩機を使用する作業(作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における
当該作業に係る２地点間の最大距離が50メートルを越えない作業に限る。)

８． 鉄球を使用する解体作業

５．
コンクリートプラント(混練機の混練容量が0.45立方メートル以上のものに限る。)又は
アスファルトプラント(混練機の混練重量が200キログラム以上のものに限る。)を設けて
行う作業(モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設けて行う作業を除く。)

６．
コンクリートカッターを使用する作業(作業地点が連続的に移動する作業にあっては、
１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50メートルを越えない作業に限る。)

７． 電動工具を使用するはつり作業及びコンクリート仕上作業
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1 金属加工機械

イ

ロ

ハ せん断機(原動機の定格出力が１kw以上のものに限る。)

ニ 鍛造機

ホ ワイヤーフォーミングマシン(原動機の定格出力が37.5kw以上のものに限る。)

2

3

4

5

6

イ

ロ

7

9

10

振動規正法で届出が必要な特定施設

液圧プレス(矯正プレスを除く。)

機械プレス

木材加工機械

ドラムバッカー

チッパー(原動機の定格出力が2.2kw以上のものに限る。)

圧縮機(原動機の定格出力が7.5kw以上のものに限る。)

土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機(原動機の定格出力が
　7.5kw以上のものに限る。)

織機(原動機を用いるものに限る。)

コンクリートブロックマシーン(原動機の定格出力の合計が2.95kw以上のものに限る。)

並びにコンクリート管製造機械及びコンクリート柱製造機械(原動機の定格出力合計が
10kw以上のものに限る。)

8

印刷機(原動機を用いるものに限る。)

合成樹脂用射出成型機

鋳型造型機(ジョルト式のものに限る。)

ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機(カレンダーロール機以外のもので原動機の
定格出力が30kw以上のものに限る。)
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２． 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業

４．
ブレーカー(手持式のものを除く。)を使用する作業(作業地点が連続的に移動する作業に
あっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50ｍを越えない作業に限る。)

振動規正法で届出が必要な特定作業

１．
くい打機(もんけん及び圧入式くい打機をを除く。)、くい抜機(油圧式くい抜機を除く。)
又はくい打くい抜き機(圧入式くい打くい抜機を除く。)を使用する作業

３．
舗装版破砕機を使用する作業(作業地点が連続的に移動する作業にあっては、
１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50ｍを越えない作業に限る。)
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○日南市公害防止条例 

平成21年３月30日条例第164号 

日南市公害防止条例 

目次 

第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 公害の防止に関する施策（第６条－第15条） 

第３章 規制 

第１節 特定工場等の騒音に関する規制（第16条－第25条） 

第２節 特定建設作業に関する規制（第26条－第28条） 

第３節 拡声機の使用等に関する規制（第29条－第32条） 

第４章 雑則（第33条・第34条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、公害の防止に関し必要な事項を定め

ることにより、公害対策の総合的推進を図り、もって市民の健康を保護するとともに、生活環境を

保全することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 公害 日南市環境基本条例（平成21年日南市条例第161号）第２条第３号に規定する公害をい

う。 

(２) 騒音発生施設 市長が指定した区域内における工場又は事業場（鉱山保安法（昭和24年法律

第70号）第２条第２項に規定する鉱山を除く。以下同じ。）に設置される施設のうち、著しい騒

音を発生する施設で規則で定めるものをいう。 

(３) 特定建設作業 住居が集合している地域、病院又は学校の周辺の地域その他の騒音を防止す

ることにより住民の生活環境を保全する必要がある地域について、特定建設作業に伴って発生す

る騒音を規制する区域として市長が指定した区域内において建設工事として行われる作業で、著

しい騒音を発生する作業で規則で定めるものをいう。 

２ この条例にいう「生活環境」には、人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係

のある動植物及びその生育環境を含むものとする。 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、その事業活動に伴って生じる公害を防止するために必要な措置を講じるとともに、

市が実施する公害の防止に関する施策に協力する責務を有する。 

２ 事業者は、従業員その他の従業者に対し、公害の防止に関する知識を普及し、及び公害の防止の意

識を高めるように努めなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、市民の健康を保護し、及び生活環境を保全するため、県の施策に準じて施策を講じると

ともに、自然的、社会的条件に応じた公害の防止に関する施策を策定し、及びこれを実施する責務

を有する。 

（市民の責務） 
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第５条 市民は、市が実施する公害の防止に関する施策及び自然の保護、緑地の造成等自然環境の確

保のための施策に協力する等公害の防止に寄与するように努めなければならない。 

第２章 公害の防止に関する施策 

（公害防止の指導） 

第６条 市長は、公害が発生し、又は発生するおそれがあると認めるときは、公害を発生させ、又は発

生させるおそれがある者に対し、公害の防止のため必要な措置を講じるよう指導しなければならな

い。 

（公害防止に関する施設の整備等の推進） 

第７条 市は、緩衝地帯の設置等公害の防止のために必要な事業及び下水道、廃棄物の公共的な処理

施設その他公害の防止に資する公共施設の整備事業を推進する措置を講じるように努めなければな

らない。 

（監視、測定等の実施） 

第８条 市長は、公害の状況を把握し、及び公害の防止のために必要な監視、測定、試験及び検査等を

実施するように努めなければならない。 

（調査の実施） 

第９条 市長は、公害の予測に関する調査その他公害の防止のために講じるべき施策の策定に必要な

調査を実施するように努めなければならない。 

（知識の普及等） 

第10条 市長は、公害に関する知識の普及を図るとともに、公害の防止の思想を高めるように努めな

ければならない。 

（地域開発施策等における公害防止の配慮） 

第11条 市は、都市の開発、企業の誘致等地域の開発及び整備に関する施策の策定及び実施に当たっ

ては、公害の防止について配慮しなければならない。 

（自然の保護等） 

第12条 市は、自然の保護、緑地の造成等を図ることによって優れた自然環境を確保し、公害の防止に

資することとなるように努めなければならない。 

（事業者に対する援助） 

第13条 市は、事業者が行う公害の防止のための施設の設置又は改善について、必要な資金のあっせ

ん、技術的な指導及び助言その他の援助に努めるものとする。 

（公害紛争の処理） 

第14条 市長は、公害に係る紛争が生じたときは、関係者と協力してその公正な解決に努めるものと

する。 

（苦情の処理） 

第15条 市長は、関係行政機関と協力して公害に関する苦情の適切な処理に努めるものとする。 

２ 前項に規定する苦情の処理を行うため、公害苦情相談員を置く。 

第３章 規制 

第１節 特定工場等の騒音に関する規制 

（規制基準） 

第16条 市長は、騒音発生施設を設置する工場又は事業場（以下「特定工場等」という。）において発

生する騒音に係る規制基準を規則で定める。 

２ 前項の規制基準は、特定工場等において発生する騒音の昼間、夜間その他の時間の区分及び区域



86 
 

の区分ごとの特定工場等の敷地の境界線における大きさの許容限度とする。 

３ 市長は、第１項の規制基準を定め、変更し、又は廃止しようとするときは、日南市環境審議会の意

見を聴かなければならない。 

（規制基準の遵守義務） 

第17条 特定工場等を設置している者は、当該特定工場等に係る規制基準を遵守しなければならない。 

（騒音発生施設の設置の届出） 

第18条 騒音発生施設を設置しようとする者は、その騒音発生施設の設置の工事の開始の日の30日前

までに、規則で定めるところにより、次の事項を市長に届け出なければならない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 工場又は事業場の名称及び所在地 

(３) 騒音発生施設の種類ごとの数 

(４) 騒音の防止の方法 

(５) その他規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出には、騒音発生施設の配置図その他規則で定める書類を添付しなければな

らない。 

（経過措置） 

第19条 一の施設が騒音発生施設となった際、現に工場又は事業場（その施設以外の騒音発生施設が

設置されていないものに限る。）にその施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。）

は、当該施設が騒音発生施設となった日から30日以内に、規則で定めるところにより、前条第１項

各号に掲げる事項を市長に届け出なければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（騒音発生施設の数等の変更の届出） 

第20条 第18条第１項又は前条第１項の規定による届出をした者は、その届出に係る第18条第１項第

３号又は第４号に掲げる事項の変更をしようとするときは、当該事項の変更に係る工事の開始の日

の30日前まで、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。ただし、同

項第３号に掲げる事項の変更が規則で定める範囲内である場合又は同項第４号に掲げる事項の変更

が当該特定工場等において発生する騒音の大きさの増加を伴わない場合は、この限りでない。 

２ 第18条第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（計画変更勧告） 

第21条 市長は、第18条第１項又は前条第１項の規定による届出があった場合において、その届出に

係る特定工場等において発生する騒音が規制基準に適合しないことによりその特定工場等の周辺の

生活環境が損なわれると認めるときは、その届出を受理した日から30日以内に限り、その届出をし

た者に対し、その事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法又は騒音発生施設

の使用の方法若しくは配置に関する計画を変更すべきことを勧告することができる。 

（氏名の変更等の届出） 

第22条 第18条第１項又は第19条第１項の規定による届出をした者は、その届出に係る第18条第１項

第１号若しくは第２号に掲げる事項に変更があったとき、又はその届出に係る特定工場等に設置す

る騒音発生施設のすべての使用を廃止したときは、その日から30日以内に、その旨を市長に届け出

なければならない。 

（承継） 

第23条 第18条第１項又は第19条第１項の規定による届出をした者からその届出に係る特定工場等に
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設置する騒音発生施設のすべてを譲り受け、又は借り受けた者は、当該騒音発生施設に係る当該届

出をした者の地位を承継する。 

２ 第18条第１項又は第19条第１項の規定による届出をした者について相続又は合併があったときは、

相続人又は合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人は、当該届出をした者の地位を承

継する。 

３ 前２項の規定により第18条第１項又は第19条第１項の規定による届出をした者の地位を承継した

者は、その承継があった日から30日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（改善勧告及び改善命令） 

第24条 市長は、特定工場等において発生する騒音が規制基準に適合しないことによりその特定工場

等の周辺の生活環境が損なわれると認めるときは、当該特定工場等を設置している者に対し、期限

を定めて、その事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は騒音

発生施設の使用の方法若しくは配置を変更すべきことを勧告することができる。 

２ 市長は、第21条の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで騒音発生施設を設置してい

るとき、又は前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、期限を定めて、同条

又は同項の事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法の改善又は騒音発生施設

の使用の方法若しくは配置の変更を命ずることができる。 

３ 前２項の規定は、第19条第１項の規定による届出をした者の当該届出に係る特定工場等について

は、同項に規定する騒音発生施設となった日から１年間は、適用しない。ただし、その者が第20条

第１項の規定による届出をした場合において当該届出が受理された日から30日を経過したときは、

この限りでない。 

（小規模の事業者に対する配慮） 

第25条 市長は、小規模の事業者に対する第21条又は前条第１項若しくは第２項の規定の適用に当た

っては、その者の事業活動の遂行に著しい支障を生じることのないよう当該勧告又は命令の内容に

ついて特に配慮しなければならない。 

第２節 特定建設作業に関する規制 

（特定建設作業の実施の届出） 

第26条 特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定建設作業の開始の日の７日

前までに、規則で定めるところにより、次の事項を市長に届け出なければならない。ただし、災害

その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合は、この限りでない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類 

(３) 特定建設作業の場所及び実施の期間 

(４) 騒音の防止の方法 

(５) その他規則で定める事項 

２ 前項ただし書の場合において、当該建設工事を施工する者は、速やかに、同項各号に掲げる事項を

市長に届け出なければならない。 

３ 前２項の規定による届出には、当該特定建設作業の場所の付近の見取図その他規則で定める書類

を添付しなければならない。 

（改善勧告及び改善命令） 

第27条 市長は、前条第１項の規定により指定した区域内において行われる特定建設作業に伴って発

生する騒音が昼間、夜間その他の時間の区分及び特定建設作業の作業時間等の区分並びに区域の区
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分ごとに規則で定める規制基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環境

が著しく損なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、その事態

を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は特定建設作業の作業時間

を変更すべきことを勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を行っていると

きは、期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法の改善

又は特定建設作業の作業時間の変更を命ずることができる。 

３ 市長は、公共性のある施設又は工作物に係る建設工事として行われる特定建設作業について前２

項の規定による勧告又は命令を行うに当たっては、当該建設工事の円滑な実施について特に配慮し

なければならない。 

（準用） 

第28条 第16条第３項及び第17条の規定は、前条の規制基準について準用する。 

第３節 拡声機の使用等に関する規制 

（拡声機の使用の制限） 

第29条 何人も、病院又は学校の周辺の地域その他の騒音を防止することにより周辺の生活環境を保

全する必要がある地域で規則で定める区域内においては、規則で定める場合を除き、商業宣伝を目

的として拡声機を使用してはならない。 

２ 何人も、航空機から機外に向けて商業宣伝を目的として拡声機を使用してはならない。ただし、拡

声機の使用の時間、音量等について規則で定める事項を遵守して使用する場合は、この限りでない。 

３ 何人も、前２項に規定するもののほか、拡声機を使用するときは、規則で定める場合を除き、拡声

機の使用の時間及び場所、音量等について規則で定める事項を遵守しなければならない。 

（飲食店営業等に係る深夜の騒音発生防止義務） 

第30条 飲食店営業その他の営業であって規則で定めるもの（以下「飲食店営業等」という。）を営む

者は、当該飲食店営業等に係る深夜（午後11時から翌日の午前６時までの時間をいう。）における

騒音により、その周辺の生活環境を損なうことのないようにしなければならない。 

（勧告及び命令） 

第31条 市長は、前２条の規定に違反する行為により、人の健康又は生活環境が損なわれると認める

ときは、当該行為をしている者又はさせている者に対し、期限を定めて、その事態を除去するため

に必要な限度において、当該行為の停止その他必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで当該行為をしているときは、

期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度において、当該行為の停止その他必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。 

（準用） 

第32条 第16条第３項の規定は、第29条及び第30条の規定により規則を定める場合について準用する。 

第４章 雑則 

（報告及び検査） 

第33条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、騒音発生施設を設置する者若しくは特定建

設作業を伴う建設工事を施工する者に対し、騒音発生施設の状況、特定建設作業の状況、騒音の防

止の方法その他必要な事項の報告を求め、又はその職員に、騒音発生施設を設置する者の特定工場

等若しくは特定建設作業を伴う建設工事を施工する者の建設工事の場所に立ち入り、騒音発生施設、

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
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２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示

しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（委任） 

第34条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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区分 ランク

杉植林(北郷町三ツ岩) Ｃ

虚空蔵島の亜熱帯性植物群落(南郷) Ｂ

1．植物群落 平山の海岸樹林群落 Ａ

猪八重の暖温帯性常緑広葉樹林域群落(北郷) Ｂ

梅木山の暖温帯性常緑広葉樹林域群落(北郷) Ａ

小松山山系の暖温帯性常緑広葉樹林域群落 Ａ

鰐塚山の植生帯移行部植生（宮崎市・田野町・北郷町) Ａ

割岩谷(酒谷)の暖温帯性常緑広葉樹林域群落 Ａ

上新村(酒谷)の暖温帯性常緑広葉樹林域群落 Ａ

細田川の河口域の塩沼地植物群落 Ａ

中村の溜池植生群(南郷) Ａ

平山大池(風田)の溜池植生群 Ａ

種類等名称別ランク ランク

シナミズニラ、ニチナンヒロハノコギリシダ、シナクスモドキ、

１．植物 アツバアサガオ、マルバチシャノキ、タカクマムラサキ、ミズキンバイ、

ミズスギナ

ブクリョウサイ、オオウミヒルモ Ｂ

チャセンシダ(絶滅) Ｃ

カワネズミ、ヤマネ、ベッコウサンショウウオ、ヤクヤモリ Ａ

２．動物 クサガメ、ニホンイシガメ Ｂ

カヤネズミ、ニホンヒキガエル、トノサマガエル、ニホンヤモリ Ｃ

カラスバト(南郷町大島・国の天然記念物)、ミゾゴイ、

３．鳥類 ツクシガモ、ハヤブサ、コシジロヤマドリ

シロチドリ、オシドリ Ｂ

ミサゴ Ｃ

アカメ(南郷川) Ａ

ルリヨシノボリ、クサフグ Ｃ

ヒサマツミドリシジミ、イカリモンハンミョウ、ルーミスシジミ Ａ

５．昆虫類 オオハラビロトンボ、タイワンシオカラトンボ、オオミノガ、

タイワンツバメシジミ、ベニイトトンボ、クロシオゴマフボクトウ、

ネアカヨシヤンマ、コムラサキ

ツマベニチョウ(北限) Ｃ

６．貝類 サダミマイマイ(北郷町)、カタハガイ Ａ

外来種として分類されるもの

アレチハナガサ、オオバアメリカアサガオ、オオカナダモ、オオフサモ、

　　植物 オオブタクサ、オランダガラシ、セイタカアワダチソウ、タチスズメノヒエ、

ボタンウキクサ、ホテアオイ

　　動物 オキナワキノボリトカゲ、ウシガエル、ヤシオオオサゾウムシ、

ミシシッピアカミミガメ(ミドリガメ)、ソウシチョウ、スクミリンゴガイ

Ｂ

４．魚類

　　　　日　南　市　の　レ　ッ　ド　リ　ス　ト
　　　　　　　　(宮崎県レッドリスト2015年改訂版より)

　　　　　　場　　　　所

Ａ

Ａ
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